
令和８年度

当初予算に関する記者公表資料

日時 令和８年２月２４日（火） １４時

場所 西之表市役所 ３階 庁議室

西之表市



くらし分野

生涯にわたって暮らし続けられる、
安心・安全で快適なまち

しごと分野

「なりわい」を豊かにし、
活力とにぎわいがあふれるまち

ひと分野

将来を担う「ひと」が育ち、
全ての「ひと」が生涯にわたって

いきいきと輝けるまち

まちづくり分野

しくみをつくり、
ともに「まち」をつくる

⑤農業の振興
⑥林業の振興
⑦水産業の振興
⑧商工業の振興
⑨観光・交流の振興
⑩新たな産業基盤と雇用環境の整備

市
の
将
来
像

『
人
・自
然
・文
化―

島
の
宝
を
い
か
す
ま
ち

』

⑰社会保障制度の運営
⑱健康づくりの推進
⑲地域包括ケアシステムの深化・推進
⑳地域福祉・市民相談の充実

①快適な生活環境の整備
②公共交通の充実
③計画的な土地利用の推進
④安心・安全な市民生活の実現

㉑健全な財政運営の推進
㉒財産の有効活用
㉓組織力と職員力の向上
㉔計画的で効率的な行政運営の推進

まちづくりの基本目標 施 策

〇 令和８年度 当初予算の基本的な考え方

１

【本市の予算編成】
令和８年度の予算編成にあたっては、長引く物価高騰の影響により先行きを見通すことが困

難な状況であるが、職員1人ひとりが最小の経費で最大の効果を挙げることを意識し、第7次長
期振興計画の初年度として、基本計画に掲げる施策の目標達成と、将来にわたり持続可能な
財政基盤を確立するため、以下のことを基本とします。
１．第7次長期振興計画基本構想に掲げる「人・自然・文化-島の宝をいかすまち」の実現を目指
し、まちづくりの基本目標（①生涯にわたって暮らし続けられる、安心・安全で快適なまち、②「な
りわい」を豊かにし、活力とにぎわいがあふれるまち、③将来を担う「ひと」が育ち、全ての「ひと」
が生涯にわたっていきいきと輝けるまち、④「健幸」を築き、互いに支え合い、自分らしく元気に
暮らせるまち、⑤しくみをつくり、ともに「まち」をつくる）を進める、「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」（令和7年度～令和11年度）の４つの重点プロジェクトを、効率的・効果的に推進することとし
ます。
＜４つの重点プロジェクト＞

＊ 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする

＊ 本市への新しい人の流れをつくる

＊ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる地域社会をつくる

＊ ひとが集う、安心して暮らすことのできる魅力的な地域をつくる

けんこう分野

「健幸」を築き、互いに支え合い、
自分らしく元気に暮らせるまち

⑪多様な主体で支え育む地域力の向上
⑫少子化対策・子育て支援の推進
⑬学校教育の充実
⑭社会教育の充実
⑮芸術文化・文化財保護の充実
⑯生涯スポーツの充実



〇 予算規模と主な財政指標

２

● 主な財政指標

● 予算規模

《 財政力指数 》
財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示すものであり、一般財源必要額に対して市税等の一般
財源収入額がどの程度確保されているかを測るもので、１に近く、又は１を超えるほど財源に余裕があ
るものとされます。

（令和６年度県内市町村平均 0.29 令和５年度類似団体 0.37）

《 経常収支比率 》
経常収支比率とは、財政構造の弾力性を判断する指標で比率が低いほど弾力性が大きいことを示し、
一般的には都市にあっては80％を超えると弾力性を失いつつあると言われています。

（令和６年度県内市町村平均 90.5％ 令和５年度類似団体 93.0％）

《 実質公債費比率 》
実質公債費比率とは、平成１８年４月に地方債制度が「許可制度」から「協議制度」に移行したことに
伴い導入された財政指標であり、公債費による財政負担の程度を示すものです。従来の「起債制限比
率」に反映されていなかった公営企業債の元利償還金に対する普通会計からの繰入金、ＰＦＩや一部事
務組合の公債費への負担金、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの等の公債費類似
経費を算入しています。
この実質公債費比率が18％を超えると、地方債許可団体に移行することとされています。本市は地方
債許可団体になっていましたが、平成21年度決算で実質公債費比率が18％を下回ったため、地方債許
可団体を脱することができました。

（令和６年度県内市町村平均 6.9％ 令和５年度類似団体 9.0％）

区　　　分 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

財 政 力 指 数 0.27 0.28 0.27 0.27 0.27 0.29

経 常 収 支 比 率 92.0 89.2 86.9 91.6 84.5 89.5

実質公債費比率 9.8 10.0 9.7 9.4 9.0 8.9

令和８年度　A 令和７年度　B C＝A-B C/B　%

15,880,000 14,840,000 1,040,000 7.0

国 民 健 康 保 険 2,150,000 2,127,000 23,000 1.1

交 通 災 害 共 済 事 業 1,649 1,340 309 23.1

地 方 卸 売 市 場 2,754 2,794 △ 40 △ 1.4

介 護 保 険 2,284,000 2,309,000 △ 25,000 △ 1.1

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 318,000 333,000 △ 15,000 △ 4.5

特 別 会 計 合 計 4,756,403 4,773,134 △ 16,731 △ 0.4

20,636,403 19,613,134 1,023,269 5.2

一 般 会 計

全 会 計 合 計

区　　　分
当初予算額 比較（A－B）

特

別

会

計



〇 令和８年度 一般会計歳入予算（案）

３

一般会計歳入予算の前年度比較一覧

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

01 市 税 1,940,278 12.2 1,625,590 11.0 314,688 19.4

02 地 方 譲 与 税 115,240 0.7 121,644 0.8 △ 6,404 △ 5.3

03 利 子 割 交 付 金 124 0.0 438 0.0 △ 314 △ 71.7

04 配 当 割 交 付 金 5,512 0.0 4,594 0.0 918 20.0

05 株式等譲渡所得割交付金 9,020 0.1 5,718 0.0 3,302 57.7

06 法 人 事 業 税 交 付 金 22,795 0.1 23,377 0.2 △ 582 △ 2.5

07 地 方 消 費 税 交 付 金 365,470 2.3 359,778 2.4 5,692 1.6

08 環 境 性 能 割 交 付 金 486 0.0 6,333 0.0 △ 5,847 △ 92.3

09 地 方 特 例 交 付 金 18,056 0.1 5,116 0.0 12,940 252.9

10 地 方 交 付 税 4,109,104 25.9 4,556,167 30.7 △ 447,063 △ 9.8

11 交通安全対策特別交付金 1,036 0.0 970 0.0 66 6.8

12 分 担 金 及 び 負 担 金 14,899 0.1 23,778 0.2 △ 8,879 △ 37.3

13 使 用 料 及 び 手 数 料 173,036 1.1 207,724 1.4 △ 34,688 △ 16.7

14 国 庫 支 出 金 4,103,316 25.8 3,993,937 26.9 109,379 2.7

15 県 支 出 金 1,012,599 6.4 1,035,823 7.0 △ 23,224 △ 2.2

16 財 産 収 入 66,583 0.4 43,354 0.3 23,229 53.6

17 寄 附 金 230,102 1.5 250,102 1.7 △ 20,000 △ 8.0

18 繰 入 金 2,564,454 16.2 1,667,448 11.2 897,006 53.8

19 繰 越 金 55,102 0.3 53,539 0.4 1,563 2.9

20 諸 収 入 374,788 2.4 178,170 1.2 196,618 110.4

21 市 債 698,000 4.4 676,400 4.6 21,600 3.2

15,880,000 100.0 14,840,000 100.0 1,040,000 7.0

比較（A－B）

合 計

令和８年度　A 令和７年度　Ｂ
区             分



〇 令和８年度 一般会計歳出予算（案）

４

一般会計歳出予算（目的別・性質別）の前年度比較一覧

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

01 議 会 費 122,860 0.8 122,181 0.8 679 0.6

02 総 務 費 3,486,829 22.0 2,730,151 18.4 756,678 27.7

03 民 生 費 3,903,908 24.5 3,747,160 25.3 156,748 4.2

04 衛 生 費 1,247,910 7.9 1,289,664 8.7 △ 41,754 △ 3.2

05 農 林 水 産 業 費 1,551,663 9.8 1,630,689 11.0 △ 79,026 △ 4.8

06 商 工 費 626,800 3.9 332,903 2.2 293,897 88.3

07 土 木 費 962,712 6.1 1,275,040 8.6 △ 312,328 △ 24.5

08 消 防 費 519,829 3.3 457,069 3.1 62,760 13.7

09 教 育 費 2,369,363 14.9 2,142,009 14.4 227,354 10.6

10 災 害 復 旧 費 2,253 0.0 2,253 0.0 0 0.0

11 公 債 費 1,057,009 6.6 1,083,280 7.3 △ 26,271 △ 2.4

12 予 備 費 28,864 0.2 27,601 0.2 1,263 4.6

15,880,000 100.0 14,840,000 100.0 1,040,000 7.0合           計

令和８年度　A 令和７年度　Ｂ 比較（A－B)
款 （ 目 的 別 ）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

01 人 件 費 2,257,605 14.2 2,169,188 14.6 88,417 4.1

02 物 件 費 1,916,540 12.1 1,891,380 12.7 25,160 1.3

03 維 持 補 修 費 228,815 1.4 256,649 1.7 △ 27,834 △ 10.8

04 扶 助 費 2,416,398 15.2 2,406,217 16.2 10,181 0.4

05 補 助 費 等 2,695,955 17.0 2,473,138 16.7 222,817 9.0

普 通 建 設 事 業 費 2,928,151 18.4 2,876,859 19.4 51,292 1.8

補 助 2,351,162 14.8 2,460,064 16.6 △ 108,902 △ 4.4

単 独 576,989 3.6 416,795 2.8 160,194 38.4

災 害 復 旧 事 業 費 2,253 0.0 2,253 0.0 0 0.0

補 助 0 0.0 0 0.0 0 0.0

単 独 2,253 0.0 2,253 0.0 0 0.0

08 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

09 公 債 費 1,057,009 6.7 1,083,280 7.3 △ 26,271 △ 2.4

10 積 立 金 1,200,779 7.5 409,185 2.8 791,594 193.5

11 投 資 及 び 出 資 金 26,639 0.2 29,239 0.2 △ 2,600 △ 8.9

12 貸 付 金 112,516 0.7 116,856 0.8 △ 4,340 △ 3.7

13 繰 出 金 1,008,476 6.4 1,098,155 7.4 △ 89,679 △ 8.2

14 予 備 費 28,864 0.2 27,601 0.2 1,263 4.6

15,880,000 100.0 14,840,000 100.0 1,040,000 7.0合 計

06

07

款 （ 性 質 別 ）
令和８年度　A 令和７年度　Ｂ 比較（A－B)



５

≪主な事業≫

施 策 事 業

１．快適な生活環境の
整備

公営住宅整備事業、広域事務組合連絡調整事務、西京苑管理事業、廃棄物
収集処理事業、地域情報通信基盤管理運営事業、社会資本整備総合交付金
事業（安城平松線・西町上之原線・現和下之町石堂線・城上之原線）、道路メ
ンテナンス事業、港湾改修（離島・統合補助）事業、合併処理浄化槽設置促進
事業、あっぽ～らんど管理事業、あっぽ～らんど施設整備事業、市道維持補
修事業（道路橋梁維持費）、港湾整備（負担金）事業、道路橋梁維持補修・環
境整備事業、斎苑管理事務、市まちづくり公社（土木費）、海岸漂着物地域対
策推進事業、港湾メンテナンス事業、公園管理事業、環境衛生事業 ほか

２．公共交通の充実 有人国境離島法関連事業（航路・航空路運賃低廉化）、西之表市地域公共交
通事業、路線バス維持対策事業、西之表市交通人材確保対策事業、空港利
用促進協議参画事業、 離島航空割引カード発行事務 ほか

３．計画的な土地利用
の推進

地籍調査事業、西之表市用途地域等見直し業務、都市計画管理事務、土地
利用に関する届出事務

４．安心・安全な市民
生活の実現

熊毛地区消防組合負担金事務、騒音測定装置購入事業、騒音測定装置運用
事業、消防車両購入事業、消防団活動支援事業、防災情報システム（防災無
線）維持管理事業、県単急傾斜地崩壊対策事業、急傾斜地崩壊対策（負担金）
事業、交通安全施設整備事業(土木費)、交通安全対策事業、防犯灯設置修
繕事業、防犯カメラ管理事業、消防操法大会開催事業、消防・救急機材購入
事業（西之表消防署）、本部指令車購入事業（熊毛地区消防組合）、消防団資
機材等維持管理事務、自主防災組織育成事業ほか

■基本目標

生涯にわたって暮らし続けられる、安心・安全で快適なまち

◆自然環境・生活環境の保全や公共施設などの老朽化が進む社
会基盤の計画的で効果的な整備を進め、市民が暮らしやすいまち
づくりを進めます。

◆災害に強いまちをつくります。また、市民の生命と財産を守り、安
心・安全なくらしの実現を目指します。

１ くらし分野 事業費 ２，５７８，８２１千円



≪主な事業≫

くらし分野 ≪長期振興計画実施計画計上事業を中心とした主な説明≫

１．快適な生活環境の整備

1．住環境の整備
公営住宅整備事業 【継続】 国補助 （事業費70,045千円）
榕城校区内の市営6団地を集約対象とした鴨女町団地建替に関する、第1工区移転入居、第2
工区解体等を行う。

3．道路整備の充実
社会資本整備総合交付金事業（市道４路線） 【継続】 国補助（事業費281,017千円）
安城平松線・西町上之原線・現和下之町石堂線・城上之原線の整備（用地取得・補償、改良工
事）を継続して実施する。

5．地域特性を生かした景観づくり
あっぽ～らんど施設整備事業 【継続】 国補助 （事業費29,000千円）
あっぽ～らんどの施設や備品について、計画的に整備を行い機能強化を図る。

6．環境衛生対策の推進

環境衛生事業 【事業内新規】 （事業費3,992千円）
野良猫のフン尿や鳴き声、過剰繁殖、無責任な餌やりにより生活環境の悪化が懸念されており、
市民からの困りごと相談が増えてきていることから、地域おこし協力隊を配置し、状況把握や相談
業務の強化を図るとともに、引き続き適正飼育の啓発活動を行う。

２．公共交通の充実

9．地域公共交通の利便性の向上
西之表市地域公共交通事業 【事業内新規】 （事業費38,152千円）
市街地巡回バス及びデマンド型乗合タクシーの老朽化した車両３台（わかさ姫２台、どんがタク
シー１台）の更新を行う。

４．安心・安全な市民生活の実現

16．公助の強化
消防・救急機材購入事業（西之表消防署） 【継続】 国補助 （事業費5,152千円）
西之表消防署が整備を予定している消防機材（消防用ホース、・防火服）の購入・更新補助を行う。

18．防犯活動の充実
防犯灯設置修繕事業 【継続】 国補助 （事業費11,100千円）
防犯灯の設置、LED化を行い、夜道等が明るくなることにより犯罪の未然防止を図るとともに、機
器の長寿命化、省電力化により維持費の削減を図る。

20．自衛隊馬毛島基地（仮称）整備への対応
騒音測定装置購入事業 【新規】 国補助 （事業費74,650千円）
令和10年度から米軍空母艦載機陸上離着陸訓練（FCLP）が始まる可能性があり、騒音について
は、市民生活に直結するものであり、十分な配慮が必要であることから、本市においても独自に
調査実施し、必要に応じて騒音対策を講じていく必要があるため、測定装置を購入、設置する。

６



２ しごと分野 事業費 １，９０５，１７７千円

７

≪主な事業≫

施 策 事 業

5．農業の振興 畑地かんがい施設整備事業、畜産配合飼料価格高騰対策事業、肥料価格高騰
対策事業、畜産振興資金円滑化事業、農道整備事業、用排水路施設整備事業、
鳥獣被害対策実践事業、多面的機能支払交付金事業、農作業受託体制緊急整
備事業、さつまいも振興対策事業、農水産物輸送コスト支援事業、自給飼料生産
拡大事業、農業委員会運営事業、農業用施設維持管理事業、有害鳥獣対策支
援事業、県営農地整備事業（通作・保全）、県営畑地帯総合整備事業、農業人材
力強化総合支援事業、県営中山間事業西之表創生地区、土地改良区支援事業、
西京ダム管理事業、担い手育成推進事業、県営農業水利等長寿命化・防災減災
事業(西京地区)、家畜損耗防止対策事業、さとうきび基幹作業機整備事業、さと
うきび反収向上対策事業、産地づくり推進事業、畑かん施設維持管理事業、西
之表市農業人材確保対策事業 ほか

6．林業の振興 林業総合支援事業、林産品島外出荷支援事業、林道保全整備事業、民有林整
備事業、市有林整備事業、松くい虫防除事業、林業就労改善推進事業、林道維
持管理事業、西之表市林業人材確保対策事業 ほか

7．水産業の振興 漁業施設整備事業、種子島周辺漁業対策事業、漁業操業支援緊急対策事業、
漁港維持補修事業、水産資源確保事業、スマート漁業推進事業、漁港管理事業、
西之表市漁業人材確保対策事業、漁業経営改善支援事業、農水産物輸送コスト
支援事業、新規漁法導入事業、漁業被害対策事業 ほか

8．商工業の振興 電子地域通貨システム推進事業、ふるさと納税推進事業、生活者支援事業、た
ねがしまるブランド推進事業、中小企業支援事業、港町再生推進事業、皆とまち
再生支援事業、まちかどインフォメーションセンター事業、商工会活動支援事業、
創業支援事業、商店街によるみなと・まちなかゾーン活性化事業、種子島特産品
協会支援事業 ほか

9．観光・交流の振興 鉄砲まつり事業、観光推進事業、海水浴場・海岸管理事務、種子島観光協会支
援事業、種子島滞在型観光促進事業、市まちづくり公社（商工費）、グリーン・
ツーリズム推進事業、姉妹都市・友好都市交流事業、種子島ふるさと応援隊事
業、種子島火縄銃保存会支援事業、大型客船寄港受入協議会支援事業 ほか

10．新たな産業基盤

と雇用環境の整備

雇用機会拡充事業、特定地域づくり事業、雇用充足促進事業、西之表市商工業
人材確保対策事業、産官学地域課題解決推進事業、企業誘致推進事業、企業
等立地促進事務

■基本目標

「なりわい」を豊かにし、活力とにぎわいがあふれるまち

◆農林水産業及び商工業の持続的発展に取り組み、新たな雇用
の創出や多様で柔軟な働き方を促進することで人口減の中にあっ
ても人材確保及び所得増を目指し、地域経済の活性化を図ります。

◆豊かな自然、食、特有の歴史・文化などの観光資源を市内外に
向けて発信し、インバウンドを含めた交流人口や関係人口の増加
に取り組みます。



しごと分野 ≪長期振興計画実施計画計上事業を中心とした主な説明≫

５．農業の振興
21．農業農村整備

畑地かんがい施設整備事業 【継続】 国補助 （事業費130,614千円）

老朽化した畑地かんがい施設（パイプライン）の長寿命化対策や農業用水施設の拡充を行うこ

とで，農業用水の安定供給を確保し農業生産性の向上を図る。

22．生産流通加工販売体制の整備（産地づくり）

さつまいも振興対策事業 【継続】 県補助金（事業費65,103千円）

サツマイモ基腐病の防除対策を強化し、生産回復を図るため、巡回指導、残渣処理場設置、排

水対策による圃場条件改善、生分解性マルチ助成を行う。また、新たに土壌消毒剤購入への支

援を行う。

23．多様な担い手育成

農作業受託体制緊急整備事業 【継続】 国補助 （事業費31,500千円）

農家の高齢化や担い手不足に伴う労働力低下の加速により、農作業受託の需要は年々増加傾

向にある。西之表市農業振興公社が行う農作業受託に必要な機械・施設の導入等を支援する

ため、補助金を交付する。

６．林業の振興

25．森林環境整備

林業総合支援事業 【継続】 国補助 （事業費31,400千円）

人材不足を補う上で必要必要不可欠となっている林業機械の導入費用を支援する。

７．水産業の振興
28．安定的な生産体制の構築

漁業施設整備事業 【新規】 国補助 （事業費39,757千円）

漁業施設等の計画的な整備を行うため、西之表港旧港地区における基本構想及び基本計画を

策定する。

８．商工業の振興
31．港町（商店街）の活性化

電子地域通貨システム推進事業 【継続】 （事業費272,483千円）

「たねPay」を活用し、持続可能なまちづくりや地域振興の促進を目指す。

９．観光・交流の振興
35．観光誘客活動の推進

種子島滞在型観光促進事業 【新規】 県補助（事業費4,730千円）

もう1泊したいと旅行者に思わせるような島での食や体験といった地域の魅力の旅行商品化や

観光サービスの担い手育成等を図る。

１０．新たな産業基盤と雇用環境の整備
39．雇用機会の拡充

雇用機会拡充事業 【継続】 県補助（事業費40,596千円）

創業や事業拡大を行う事業者に対する支援を行い、雇用機会の拡充を図る。

８



３ ひと分野 事業費 ３，５１８，０５３千円

９

≪主な事業≫

施 策 事 業

11．多様な主体で支え育
む地域力の向上

校区・集落支援事務、定住促進事業、空き家バンク事業、集落体制推進事
業、地域おこし協力隊パートナー事業、婚活応援プロジェクト事業、島元気
郷住宅管理事業、西之表市たねがしまるっと移住相談会開催事業、小さな
拠点づくり事業、島ぐらし魅力発信事業、共生・協働推進事業、地域活性化
住宅管理事業、種子島ふるさと応援隊事業、市民総合賠償補償保険事務、
男女共同参画推進事業

12．少子化対策・子育て
支援の推進

教育・保育施設等給付費支給事業、児童手当給付事業、保育所等緊急整
備事業、放課後児童健全育成事業、児童扶養手当給付事業、子ども医療
費給付事業、児童館管理事業、一時預かり事業、保育対策総合支援事業、
妊産婦・乳幼児健康診査事業、妊婦のための支援給付事業、子育て応援
券支給事業 離島地域子ども通院費等支援事業、西之表市保育人材支援
事業、西之表市保育士・幼稚園教諭等人材確保対策事業 ほか

13．学校教育の充実 屋内運動場改修整備事業（小学校）、スクールバス管理事業、スクールバ
ス購入事業、学校給食費無償化事業、給食センター調理機器等更新事業、
教育用コンピューター導入事業、小学校特別教室空調整備事業、中学校特
別教室空調整備事業、西之表市「種子島しおさい留学」里親等支援事業、
入学祝金支給事業（小学校）、入学祝金支給事業（中学校）、学校図書館図
書管理システム事業 ほか

14．社会教育の充実 市民会館管理事業、図書館運営事業、勤労青少年ホーム管理運営事業、
市民フェア開催事業、社会教育施設管理事業、市民講座開設事業、社会教
育関係団体活動支援事業、成年教育啓発事業 ほか

15．芸術文化・文化財保
護の充実

種子島家住宅耐震事業、種子島家住宅保存活用事業、開発総合センター
管理運営事業、開発総合センター改修整備事業、文化財保護事業、旧上
妻家住宅保存整備活用事業、西之表市史編さん事業、歴史文化活用事業
ほか

16．生涯スポーツの充実 市営グラウンド整備事業、体育施設管理事業、県民スポーツ大会開催事業、
県民スポーツ大会熊毛地区大会開催事業、スポーツ交流合宿誘致事業
ほか

■基本目標

将来を担う「ひと」が育ち、

全ての「ひと」が生涯にわたっていきいきと輝けるまち

◆ふるさとを愛し、たくましく人生を切り拓く子どもを育てます。
◆感性を豊かにし、西之表市の自然・文化・歴史に愛着を持つことが
できるまちづくりを進めていきます。
◆地域がより魅力的で持続可能なものとなるよう、「ひと」が定着し、
多様な人材が主体となって活躍できる環境づくりに努めます。



ひと分野 ≪長期振興計画実施計画計上事業を中心とした主な説明≫

１１．多様な主体で支え育む地域力の向上
42．地域を支える多様な人材の活躍推進

婚活応援プロジェクト事業 【拡充】 (事業費2,538千円)

令和7年度に創設した結婚祝金に加え、出会いの場づくりのため地域や事業所・団体等が行う婚

活イベントに対する補助制度（出会いイベント開催支援事業補助金）を創設する。

43．移住・定住の促進

たねがしまるっと移住相談会開催事業【新規】 県補助 （事業費2,261千円）

移住を検討している方々を対象に種子島西之表市の生活環境や受入環境、仕事や住まいなど個

別の相談に対応する市単独の移住相談会を開催し、本市への移住定住の促進を図る。

１２．少子化対策・子育て支援の推進

44．子どもの育成支援

子育て応援券支給事業 【継続】 (事業費8,921千円)

赤ちゃんの出生をお祝いするとともに子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、乳幼児の衣

食等に係る商品と交換できる「子育て応援券」を、出生時及び満1歳並びに満2歳到達時に総額

96,000円分に支給する。

１３．学校教育の充実
51．教育環境の整備・充実

「種子島しおさい留学」留学生交流事業 【継続】 国補助 （事業費1,000千円）

市と市内業者が連携し、西之表市内にて留学生とその家族、里親、実行委員会が本市の地産地

消を生かした体験を行い、留学生同士やその保護者が交流を通し、情報交換を行うことで留学生

活をより有意義なものとする。

小中学校特別教室空調整備事業 【継続】 国補助 （事業費40,000千円）

榕城小学校・下西小学校及び種子島中学校の特別教室（理科室、音楽室、家庭科室等）に空調

設備を設置する。

１４．社会教育の充実
52．生涯学習機会・環境の充実

市民フェア開催事業 【継続】 （事業費1,077千円）

寿大学、高齢者学級、ふるさとまなび～隊、市民講座、自主講座などの生涯学習活動における成

果を発表する場として、市民フェアを開催することで、生涯学習に対する理解と関心を深める。

１５．芸術文化・文化財保護の充実
57．文化財保護の充実・活用

種子島開発総合センター改修事業 【継続】 （事業費13,860千円）

施設・設備等の経年劣化が著しい種子島開発総合センター「鉄砲館」の全面改修を行い、本市

の歴史文化・観光・学びと交流の拠点施設としてさらなる機能強化を図る。

（令和8年度は、基本構想・基本計画策定を行う。）

１８．生涯スポーツの充実
59．体育施設の充実

市営グラウンド整備事業 【継続】 国補助 （事業費684,068千円）

市営グラウンドを全面改修し、市民の健康維持と競技力向上、また、スポーツ交流の拠点施設

としてスポーツ振興を図る。（令和8年度は、グラウンド部分の全面改修工事を行う。）

10



４ けんこう分野 事業費 ２，５４６，８２０千円

11

≪主な事業≫

施 策 事 業

17．社会保障制度の運営 介護特会繰出金、国保特会繰出金、後期高齢者特会繰出金、後期高齢者
医療運営事業、西之表市介護人材確保対策事業、低所得者利用者負担助
成事務、国民年金事務、地域介護・福祉空間整備等施設整備事業

18．健康づくりの推進 産婦人科医院組合負担金事務、予防接種事業、がん検診事業、集団検診
事業、結核検診事業、看護師養成所運営支援事業、西之表市医療人材確
保対策事業、保健センター管理事業、保健センターすこやか浄化槽機械室
更新事業、障害年金支給事業、第二次救急医療体制事業、在宅当番医制
事業、若年末期がん患者に対する在宅支援事業、すこやか塾市民健康づく
り事業、がん患者アピアランスケア支援事業 ほか

19．地域包括ケアシステ
ムの深化・推進

西之表市シニアカー購入費補助事業、西之表市高齢者おでかけ券交付事
業、老人保護措置事務、高齢者等配食サービス事業、シルバー人材セン
ター支援事業、在宅高齢者等自立支援事業、介護予防支援事業、高齢者
地域支え合いグループポイント事業、敬老の日記念事業、老人クラブ育成
事業

20．地域福祉・市民相談
の充実

障害者自立支援給付事業、生活保護事業、障害児施設給付事業、重度心
身障害者医療費助成事業、自立支援医療費支給事業、地域生活支援事業、
助産施設等入所措置事業、民生委員協議会運営事業、生活困窮者自立支
援事業、西之表市障害福祉サービス人材確保対策事業、地域障害児支援
体制強化事業、市民相談事業、地域自殺対策緊急強化事業、消費者行政
活性化事業、消費者相談事業、人権擁護事務、かごしま犯罪被害者支援
センター参画事業 ほか

■基本目標

「健幸」を築き、互いに支え合い、

自分らしく元気にくらせるまち

◆高齢者等が積極的に社会参加できる環境づくりや市民の健康寿命
の延伸に向けた取組を進め、心身ともに健康な状態で豊かに暮らせ
るまちづくりを進めていきます。
◆医療・介護・福祉分野における人材を確保するための取組を進める
など、各制度の安定的な運営に向けた体制の整備を図ります。
◆市民一人ひとりが、お互いを尊重し、支え合いながら自分らしく健
やかで幸せに暮らすことのできるまちづくりに取り組みます。



けんこう分野 ≪長期振興計画実施計画計上事業を中心とした主な説明≫

１７．社会保障制度の運営
62．介護保険制度の安定運営

西之表市介護人材確保対策事業 【継続】 (事業費11,192千円)

市内介護事業所への新規就労者に対して奨励金の交付と家賃補助、資格取得等に係る費用及

び外国人介護人材確保に係る費用の助成を行い、人材確保と雇用の定着を図る。

１８．健康づくりの推進
64．地域医療体制の充実

看護師養成所運営支援事業【新規】 国補助 （事業費21,159千円）

令和８年４月「鹿児島医療技術専門学校種子島サテライト教室」が開設される（認可申請中）こと

から備品整備や運営補助を実施する。種子島で初の高等教育機関、看護師養成所設置となる。

西之表市医療人材確保対策事業【継続】 （事業費11,944千円）

市内において不足する医療人材の確保のため、市内医療機関へ就職したＵＩターン者及び市内

在住者、新卒者に対し、奨励金等を支給する。

66．健康づくり推進体制の充実

予防接種事業 【継続】 再編交付金事業基金 （事業費27,144千円）

インフルエンザの感染及び重症化を予防するため、ワクチン接種希望者に対して接種費用の一

部を助成する。対象者は生後6か月以上の西之表市民で助成額は１回あたり3,000円とする。

がん検診等負担金軽減事業 【継続】 再編交付金事業基金 （事業費16,977千円）

がん検診費用の負担を行うことで、がん検診をより多くの方へ受診してもらい早期発見により健

康寿命延伸を図る。がん検診（5大がん：胃がん・肺がん・大腸がん・乳がん・子宮がん）を希望

する対象者に対し、検診費用を全額助成する。

１９．地域包括ケアシステムの深化・推進
67．生活支援サービスの充実

在宅高齢者等自立支援事業 【継続】 （事業費5,614千円）

在宅の要介護高齢者等又はその家族に介護手当及び紙おむつ等を支給することで精神的・

経済的な負担軽減を図るとともに在宅介護の継続を支援する。

68．高齢者の社会参加の促進

西之表市高齢者おでかけ券交付事業【新規】 （事業費7,190千円）

75歳以上の市民に対してタクシーと温泉で利用できるチケットを交付し、移動手段を確保する

とともに、社会参加や外出を支援し、要支援や要介護状態になることを予防する。

西之表市シニアカー購入費補助事業事業 【継続】 （事業費1,950千円）

65歳以上の市民に対してシニアカーの購入費補助を行うことで移動手段を確保し、健康の維

持増進と自立した生活を支援する。

高齢者地域支え合いグループポイント事業 【継続】 （事業費3,758千円）

高齢者を含むグループが主体的に行う互助活動及び新規設立グループや新たな高齢者が参

加したグループに対して、地域商品券に交換できるポイントを付与する。
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≪主な事業≫

５ まちづくり分野 事業費 ３，１６２，４１３千円

施 策 事 業

21．健全な財政運営

の推進

基金管理事務、出納事務、監査支援事務、新地方公会計事業、入札・契約業務
管理事業 ほか

22．財産の有効活用 公有財産管理事業、庁舎管理事業、車両管理事業、ＡＥＤ購入設置事業

23．組織力と職員力

の向上

職員研修事務、職員厚生事務、公平委員会審査支援事務、行財政改革推進事
業 ほか

24．計画的で効率的

な行政運営の推進

教育交流施設設置検討事業、コンビニ交付事業、西之表市DX推進事業、高等
学校魅力化支援事業、教育宿舎設置運営事業 ほか

■基本目標

しくみをつくり、ともに「まち」をつくる

◆市民の声をしっかりと聴き、市民をはじめとする多様な主体とともに考え、行動
するまちを目指します。

◆人口減少・少子高齢化が進行することが予想される中で、市民サービスの低下
を招くことがないよう、公平公正で信頼される質の高い行政運営に努めます。

まちづくり分野 ≪長期振興計画実施計画計上事業を中心とした主な説明≫

22．財産の有効活用
75．公共施設等総合管理計画の推進

AED購入設置事業 【継続】 国補助（事業費4,400千円）
公共施設を管理している所管毎に個別に設置されているＡＥＤについて、市内全域でＡＥＤア
クセス環境を整備する観点から、一元的に管理する。

24．計画的で効率的な行政運営の推進
80．DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進
地域情報通信基盤管理運営事業 【事業内新規】 市債 （事業費204,986千円）

R8年4月1日より光回線設備等をNTT西日本へ譲渡し、申込先の１本化や市への費用負担が
無くなるなど、光サービスの利用はそのままで、市民への負担を減らす。

82．計画の着実な推進
教育宿舎設置運営事業 【継続】 国補助（事業費160,320千円）
種子島高校の存続、維持を目的として、島外からの入学生確保に向け、種子島高校の寄宿
舎を整備する。

教育交流施設設置検討事業 【継続】 国補助 （事業費79,500千円）
多世代交流施設の整備に向け、基本設計及び開発設計を実施する。
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〇 歳入予算の状況

                     歳　入　状　況 【単位：億円】

使用料及び手数料

財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
自主財源

依存財源

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

地方交付

税

市税 国庫支出

金

県支出金 市債 その他

令和8年度 41.1 19.4 41.0 10.1 7.0 40.2

令和7年度 45.6 16.3 39.9 10.4 6.8 29.4

【単位：億円】

地方交付税
41.1

25.9%

市税

19.4
12.2%

国庫支出金
41.0

25.8%

県支出金
10.1
6.4%

市債
7.0

4.4%

その他
40.2

25.3%

地方交付税

45.6
30.7%

市税
16.3

11.0%
国庫支出金

39.9
26.9%

県支出金
10.4
7.0%

市債

6.8
4.6%

その他
29.4

19.8%

【歳入割合】

内側：令和8年度

外側：令和7年度

自主財源

Ｒ8： 5,419,242千円（34.1%）

Ｒ7： 4,049,705千円（27.3%）

依存財源

Ｒ8：10,460,758千円（65.9%）

Ｒ7：10,790,295千円（72.7%）

【自主財源】
市が自主的に収入
できるお金で、市税、
分担金及び負担金、
使用料及び手数料、
財産収入、寄附金、繰
入金、繰越金、諸収入
等です。

【依存財源】
国や県から交付さ

れたり、借金によって

まかなったりするお金

で、地方交付税、国

県支出金、地方債な

どです。

令和８年度歳入の状況を示しています。円グラフが構成割合の比較、棒グラフが金額の比較を表

しています。収入の65.9％を市税等以外の他の収入に依存していることが分かります。具体的に

は、市税は前年より3.1億円の増を見込んでおりますが、それに伴う地方交付税が対前年比4.5億

円の減、国庫支出金は、再編交付金等により対前年比1.1億円の増、市債は、光ファイバーケーブ

ル設備譲渡負担金事業に伴う過疎債の増に伴い対前年比0.2億円増減となっています。その他につ

いては、基金からの繰入金が前年度比8.9億円増や電子地域通貨を一般会計で計上することによる

諸収入が1.9億円など、総額で10.4億円の増額となりました。

基金繰入金＋8.9億

諸収入＋1.9億
普通交付税△4.5億

再編交付金＋1.1億

就学前教育・保育施設整

備交付金＋1.1億

法人市民税＋1.5億

固定資産税＋0.8億

個人市民税＋0.7億
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〇 歳出予算の状況（性質別）

歳　出　状　況　（　性　質　別　） 【単位：億円】

義務的経費
構成比

普通建設事業費

災害復旧事業費

投資的経費
構成比

人件費
22.6

14.2%

扶助費
24.2

15.2

公債費
10.6
6.7%

物件費
19.2

12.1%

補助費等
27.0

16.7%

繰出金

10.1
6.4%

普通建設事業費
29.3

18.5%

その他
15.8
9.9%

人件費
21.7

14.6%

扶助費

21.9
17.2%

公債費

10.8
7.3%

物件費
18.9

12.7%

補助費等
24.7

16.6%

繰出金
11.0
7.4%

普通建設事業費

28.8
19.4%

その他

8.4
5.7%

【歳出割合】

内側：令和 8年度

外側：令和 7年度

投資的経費

R8： 2,930,404千円（18.5%）

R7： 2,876,859千円（19.4%）
義務的経費

R8： 5,731,012千円（36.1%）

R7： 5,658,685千円（38.1%）

歳出割合
内側：平成20年度
外側：平成51年度

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

人件費 扶助費 公債費 物件費 補助費

等

繰出金 普通建

設事業

費

その他

令和8年度 22.6 24.2 10.6 19.2 27.0 10.1 29.3 15.8

令和7年度 21.7 24.1 10.8 18.9 24.7 11.0 28.8 8.4

【単位：億円】
教育・保育施設等給付費支給事

業＋0.6億

障害者自立支援給付事業＋0.3億

【義務的経費】
歳出のうち支出が義
務付けられている経費
で人件費、扶助費、公
債費がこれにあたり、
比率が高くなると財政
の硬直度は高まるとさ
れています。

【投資的経費】
その経費の支出の
効果が単年度また短
期的に終わらず、固定
的な資本の形成に向
けられるもので、普通
建設事業（道路、橋梁、
学校、庁舎建設等）や
災害復旧事業がこれ
にあたります。

予算全体に占める義務的経費の構成比は36.1％となり、昨年度と比べて2.0ポイント減少しています。その
他の繰出金が、各特別会計への繰出0.９億円、公債費が0.3億円の減額となっているものの、補助費が光
ファイバー譲渡負担金や一部事務組合の負担金増等により2.2億、人件費が人事院勧告により0.9億円、普
通建設事業費が、市営グラウンド整備事業や保育所等緊急整備事業等により0.5億円の増額となっておりま
す。

元金分△0.4億

積立金＋7.9億

修繕料△0.3億

市営グラウンド整備事業＋4.1億

屋内運動場改修整備事業（小学校）＋2.5億

保育所等緊急整備事業＋1.6億円
教育宿舎設置運営事業＋1.5億

職員給与・手当等＋0.6億

会計年度任用職員（パートタイム）＋0.2億

地域情報通信基盤管理運営事業＋1.9億

種子島周辺漁業対策事業＋0.3億

生活者支援事業＋0.3億
産婦人科医院組合負担金事務＋0.2億

教育交流施設設置検討事業＋0.8億

騒音測定装置購入事業＋0.7億

電子地域通貨システム推進事業＋0.6億

上水道繰出金△0.6億
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〇 歳出予算の状況（目的別）

歳　出　状　況　（　目　的　別　） 【単位：億円】

民生費

39.0
24.5%

総務費

34.9
22.0%

教育費
23.7

14.9%

農林水産業費
15.5

9.8%

衛生費

12.5
7.9%

土木費
9.6

6.0%

公債費

10.6
6.7%

消防費

5.2

3.3%

その他

7.8

4.9%

民生費

37.5

25.3%

総務費

27.3

18.4%

教育費

21.4

14.4%

農林水産業費

16.3

11.0%

衛生費

12.9

8.7%

土木費

12.8
8.6%

公債費

10.8

7.3%

消防費
4.6

3.1%

その他
4.8

3.2%

【歳出割合】

内側：令和 8年度

外側：令和 7年度

歳出割合
内側：平成20年度
外側：平成21年度

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

民生費 総務費 教育費 農林水

産業費

衛生費 土木費 公債費 消防費 その他

令和8年度 39.0 34.9 23.7 15.5 12.5 9.6 10.6 5.2 7.8

令和7年度 37.5 27.3 21.4 16.3 12.9 12.8 10.8 4.6 4.8

【単位：億円】

保育所等緊急整備事業＋1.6億

教育・保育施設等給付費支給事業＋0.6億

民生費は、保育所等緊急整備事業や教育・保育施設等給付費支給事業の増額が見込まれ、1.6億円の増と

なっています。総務費は、再編交付金事業基金への積立額や教育宿舎設置運営事業、地域情報通信基盤管

理運営事業の増加などにより7.6億円の増、教育費は、小学校の内運動場改修整備事業や市営グランド整備

事業などの普通建設事業費の増額により2.3億円の増となっています。農林水産業費は、畑地かんがい施設整

備事業や用排水路施設整備事業などの普建普通建設事業の減額により、0.8億円の減、土木費は、公営住宅

整備事業の第1工区完了などにより3.1億円の減となっています。

看護師養成所運営支援事業＋0.2億

上水道繰出金△0.6億円

公営住宅整備事業△6.0億

社会資本整備交付金事業(市道4路線)+1.3億

市営グラウンド整備事業+ 4.2億

屋内運動場改修整備事業（小学校）+2.5億

基金管理事務＋5.9億

教育宿舎設置運営事業＋1.5億

地域情報通信基盤管理運営事業+ 1.4億

元金償還△0.4億

畑地かんがい施設整備事業△1.2億

用排水路施設整備事業△0.3億

離島漁業再生支援交付金事業△0.3億

電子地域通貨システム推進事業＋2.5億
ふるさと納税推進事業＋1.1億
生活支援事業＋0.3億

消防車両購入事+0.6億
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〇 市民一人あたりの予算

　　　　　市民一人あたりの予算

市債

県支出金

市税

国庫支出金

地方交付税

計

人口

予算額グラフ用データテーブル

その他

消防費

公債費

土木費

農林水産業費

衛生費

教育費

総務費

民生費

一人あたりの予算グラフ用データテーブル

その他

消防費

公債費

土木費

農林水産業費

衛生費

１，１４９，８９１円

人口：１３，８１０人（令和８年１月末日現在）

歳入

歳出
（目的別）

その他

56,537

消防費

37,641

公債費

76,539

土木費

69,711

農林水

産業費

112,358

衛生費

90,363

教育費

171,569

総務費

252,486

民生費

282,687

（単位：円）

その他

290,854

市債

50,543

県支出金

73,324

市税

140,498

国庫支出金

297,126

地方交付税

297,546
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〇 予算規模と基金

【単位：百万円】

H11
11,671

11,671,000

H21
7,965

【単位：千円】

減債基金
その他の特目基金

退職手当等基金

その他の特目基金

合計

一般会計の当初予算規模推移

9,925

10,202

10,346

10,594

10,655

10,955

12,666

14,353

14,840

15,880

5,000 7,000 9,000 11,000 13,000 15,000 17,000

H29

H30

R1

R2

R3

R4

R5

R6

R7

R8

当初予算額

基金残高の推移

1,781,296

1,759,907

1,652,848

1,360,345

1,705,680

1,658,359

2,093,584

2,112,459

1,363,066

1,006,176

641,814

641,967

820,346

920,419

983,412

939,494

916,199

898,911

855,488

829,065

680,985

646,684

751,938

847,407

943,534

1,814,349

2,762,824

2,814,444

2,350,056

2,730,833

3,104,095

3,048,558

3,225,132

3,128,171

3,632,626

4,412,202

5,772,607

5,825,814

4,568,610

4,566,074

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000 6,000,000

H29

H30

R1

R2

R3

R4

R5

R6

R7

R8

財政調整基金 減債基金 その他の特目基金
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〇 市債と健全化判断比率

【単位：百万円】

【単位：％】

市債の発行額及び残高と公債費の推移

健全化判断比率の推移

市債の発行額及び残高と公債費の推移

健全化判断比率の推移

1,524
746 797 701 605 387 577 881 698

10,583

10,173

9,859

9,455 8,892

8,182

7,680
7,513 7,206

1,149

1,218

1,163

1,145
1,168

1,097

1,079 1,049

1,005

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

市債発行額 市債残高 公債費（償還額）

93.5 92.0 

89.2 92.0

91.6 
84.5 

89.5 

9.4 

9.8 10.0 

9.7 9.4 9.0 8.9 

45.9 

22.8 

15.8 

1.7 
0.0 0.0 0.0 

0.27 0.27 

0.28 

0.27 0.27 0.27 

0.29 

0.25

0.26

0.27

0.28

0.29

0.30

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

経常収支比率 実質公債費比率 将来負担比率 財政力指数


